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1. 1s I 朴大統領， 66年度年頭教書を発表
＝正司、，ロ
｜ ①祖国近代化は南北統ーの大前提であり，中間目標
｜ である。③増産， 輸出，建設に総力を傾け， 今年
｜ も「働く年」とする
3. 20 I 増派案，国会を通過（出席125，賛95，反27，棄 3)
3. 30 i新韓党結党大会
5.91徐E民藻悶準備委員長南北交流出
















12. 26 I朴大統領，選挙に備えて 6長官更迭
1 9 6 6 年 の 韓 国 年
経 済
i. 1 I 公務員給与引上げ， (1. 7には軍人給与引上げ）
韓一階談会開
4. 9 I財政・商業借款支払保証案，国会で合意
4. 20 I 韓日請求権資金の初年度計画に合意
4. 29 i朴大統領，農地所有上限制撤廃を指示
5. 19 I 対韓国際経協機構， ロンドンで予備会議
6. 18 I 「65年度の農家実質所得減少」を関係当局で確認
7. 14 I外資導入法，国会で可決
7. 20 I物価統計の発表を経済企画院で遅延










11. 14 I 北洋漁業問題が表面化
11. 11 I通貨量の膨脹傾向
11. 25 I財政・商業借款支払保証追加案，国会で承認




対 タト 関 係
1. 1 Iハンフリー米副大統領が訪韓（2. 22にも再度訪韓）
2. 7 i ｜朴大統領，マレーシア，タイ，国府を訪問
～18 I 







1. s I ラスク米国務長官，パンディ国務次官補が訪韓
7. 9 ！：韓米行政協定を締結
1. 29 I北朝鮮技術者の日本入国問題，椎名書簡で解決（8.5 
｜には東邦ベスロンがプラント輸出を断念）
s. 17 Iニャチャンに韓国軍野戦司令部設置
9. s I ウエストモーランド駐南ベトナム米軍司令官訪韓
9. 17 I 北朝鮮の平新艇，下関に入港



















































































































































































































（駆逐艦大型Ls Tの導入， F・86戦闘機の F5・Aへの切替え，レーダー網整備など）。
(2) 財政借款の可能性＝肥料，総合製鉄工場などの建設のため， 1億ドノレの新た
な財政借款を供与する問題は，事業別にひき続き両国で協議する。









































- 7一 一 （ 7 ）ー
韓国（1～2月〉
1人当り国生総生産 経常市場価格 2万7489ウォン（ 2万4128ウォン）
経済成長率 的年不変価格 8% C 8.9%) 
（一次産業 グ 1.9% (17. 
二次産業 グ 17.5% C 5.7%) 





































一（ 8 ）ー - 8 ー
韓国（1～2月〉
聞の年平均経済成長率は7.6%であった（1954年～61年までの年平均成長率は4.7%）。


















1960年 33 344 
1665年 181 446 






















電 lOOkw 368 769 
炭 100万トン 5.3 10 
油 100万ノξーレ1レ 10.7 
基幹産業建設｛f 1000トン 460 
1,664 
肥 料尿素 1000トン 13.4 163 
水産開発｛魚米総麦耕地面類積
1000石 21,071 24,313 
1000石 7,211 9,514 
1000町歩 2,042 2,189 
1000トン 242 233 







100万人・km 4,935 7,353 






















政府試案（ 2月12日） 62,817 92,658 155,475 
管理委案（ 2月23日） 60,325 77,208 137,533 
最終案（ 2月25日〉 50,125 45,808 95,933 
使用計画案がこのように縮少されたのは， 当初韓国側が資金の大幅な繰上げ使用に
ついて楽観的な判断をしていたのに対し， 日本側が協定に反するとしてこれを拒否し
































































































































5 日 ' 「日本漁船の侵犯はない」一一車農林部長官は， 「去る 2日からの視察結果




































































一（ 16）一 -16 -
韓国 C1～2月〕














































































5 日 ' 「擬装された和平交渉に反対J一一一李外務部長官は年初の記者会見で，現段
階では和平の条件が熟しておらず，共産側の戦術的意図による擬装された和平交
渉には反対するとのべた。















8 日 ' 「日・韓・台の緊密な協力を」一一初代駐韓日本大使に予定されている木村
四郎七駐国府大使は， 「日本，韓国，国府は反共活動の分野も含めすべての分野




















































































































大 統 領 78,000 〔行政公務員〕















1等級 7,270～ 7,770 
（中間省略〉



















































































































































米穀 29,327 20.6 
支頻 13,185 :38.6 
立類 1,633 8.5 
いも類 5,046 7.4 
雑穀 752 0.87 
ムロ、 三ロLI 49,943 24.3 
13日 V支払準備率を大幅引上げ一一金融通貨運営委員会は金融引締め政策の一環と











工産物 62% アメリカ 5,960万ドノレ




















トランジスタ・ラジオ 71 I 
造 花 39 I 






























































ホンコン 13,000 11,082 






































営業税 1,768 " 
64年度分 法人税 1,034 グ















- 29ー -( 29）ー
韓 国（ 1～2月）
洗せったけんく 小麦粉 精糖 セメント
工場渡 88.4 89 69 76.3 
代理店 81.8 
卸 て7全乙" 95.3 89.9 
で7去己三 100 100 100 100 
中間マージン　合計 (12 .3) (11) (31) (23. 7) 
2 B V 自立安定農家育成計画が具体化一一農林部は1966年度の自立安定農家育成計
画を次のように具体化した。









（注） ただし， 「コルト J100台分は既定方針どおり導入され，残り2430台が
「コロナ」となる。
4 B , 65年末未通貨量を発表一一韓銀は， 65年末通貨量を566億ウォンと発表した。
これは64年末通貨量431億ウォンより 135億ウォン増加している。
v科学技術研究所設立で韓米協定締結













A 財政部門 169 200 170 
B 民間部門 384 400 430 
266 255 325 
肥料計定部門 118 145 105 
総与信（A+B) 553 600 600 



















































































































































21日 ’A I D借款の使用承認額一一米政府の外国援助当局者は，ジョンソン大統領が





































- 33ー 一（ 33 ）ー
国（ 1～2月〉
！米国 1,0 I 0;I国府 Iご；IスイスIt:I合計
薬＼ 2¥ 31 2¥-¥-I 1¥ -I 
粧 I1 I 1 I -1--I 1 I -I -I 
品 1-1-1-12¥-I-I-I










































































造船用資材 460 " 
化工 薬 品 140 " 
繊維類 520 " 





































































































































































































































































































































一（ 44 ）一 - 44ー











































































































































































































































































































































第 2条（定義〉① この法律において「無償資金jとは， 「協定」第 1条（A）によ
り導入される資金をいう。




































第 8条（委員会の構成〕① 委員会は委員長 1名と副委員長 1名および委員14名以内
で構成する。









































































































































































































































一（ 62 ）一 - 2 
韓国（3月）










































































































② 水利干拓用凌深船導入 3,300 








一（ 64 ）一 -4-
韓国（3月〕
日誌（3月〉










































5 日 ’ 「大統領選挙は来年4月に」一一一消息通によると，政府は任期満了にともな
う大統領選挙を来年4月中旬に，同じく国会議員選挙を 5月中旬に実施する方針
を検討している。
6 日 V請求権第 1次年度使用計画，国会で単独可決（多特記事項参照）。
























果， 4月中に 1制連隊， 7JIから 8月にかけて 1個師団の陸軍戦闘部隊が南ベト
ナムに増派されることに本決まりした。
（注〉 問寛柏議員等増派に反対する一部共和党議員は，票決に参加しなかった。

































下 士＝I.9 ドノレ（1.5ドノレ， 26.6%)
兵 長＝＝1.8 グ（1.2 グ， GO.O")
上兵＝l. 5 " ( l. 1 " , 36 . 3け
1兵， 2兵二1.35 グ (l.O グ， 35.0け







































府は JLOへの加入申請を保留することにきめた。 これは， ILOへの加入には，
総会で3分の 2以上の国から賛成を得なければならないにもかかわらず， 6月に
聞かれる今年度総会で、は困難とのアメリカの判断にしたがったものといわれる。
23日 V船田議員ら来韓 船田中氏ら 6名の自民党議員（いずれも船団派）一行が














26日 ' 3月 1日現在の韓国軍戦果と犠牲一国防部は、南ベトナム駐留韓国軍の 3
月 1日現在の戦果と犠牲を次のように発表した。
戦闘回数 敵射殺 犠牲（戦死）
猛虎部隊 161回 1196人 110人
青竜部隊 74回 709人 99人
九時 隊 19人












31日 ' 「陸軍 1個師団と海兵 l個旅田を創設」一一金国防部長官は， i有ベトナム増
派にともなって，陸軍 1個師同と海兵1個旅団を 7月に創設することで韓米間に

































韓国電力 石炭公社 大韓重石 大韓鉄鉱 韓国製錬 忠州肥料
一（ 70 )- - 10ー
韓国（3月〉
湖南肥料 大韓石油 仁川重工業 韓国機械 造船公社 塩業公社






（注） これは当初J合志されていた 42407jドルより 9407Jドル多い額である。
のl哲額分の販売代金韓国側使用分（79%）が用派経費にあてられる。
’海上労組スト中止－3ο%の賃上げを要求していた全国海上労組（組合員 1
万5600人〉は，まず7%を引上げ，さらに 6月末までに 5.3%，あわせて 12.3%
引上げることで労使間に妥協が成立， 7日に予定されていたストを中止した。
8 日 V 全国の未解決争議一一呉元善保健社会部長官は閣議で，最近における未解決

















































国 i坊 費 2,163 
投 融、 資 4,962 
協定諸費
（小 計） 9,44:3 
請求権資金 8,270 
1} 百十 17,713 
16日 ’野党，農協の不正事件を追及一一民衆党は，農業協同組合関係の不正事件に

























借 款 409 .2 (92. 7%) 
（公共借款 凹
I己陪i佑. ,f夫 212.3 
直接投資 32.4( 7 .3%) 
合計 441.6 (100%) 
21日 , 66年度政府支払保証追加葉を国会上程 政府は， 66年度政府支払保証追加
案を国会に提出したりこれは商業借款9件， l億3157万ドルに対するものであるυ



























にたいし， 67年度財政適正規模を， 66年度＇1396億ウォン（第 l次追更予算案）か
ら13.1%増加させた1580億ウォン（GNPの15%）とするとの報告を行なった。












































































































































② 地下水開発 1,563 
③ 調査試験機器 1,072 
B.農業増産事業 2,929 
①貯水池波諜 1,354 
② 低位生産地改良 340 




① 漁業基本施設 111 
② 漁業前進基地 400 
③ 水産物処理加工施設 200 
④試験機器導入 204 




⑦ 指導船建造資材 736 
⑧研究生派遣・技術者招請 72 
B.漁船導入・建造・改良事業 10,033 
① 漁船導入 4,464 
③ 漁船建造 4,420 




① 肥料・農薬 3,000 
③ 建築資材 3,400 
③化工薬品 1,400 






① 中小企業施設更新・拡充 12,000 
② 機械工業施設更新・拡充 3,000 
鉄道・海運部門 21,008 
A.鉄道施設改良事業 11,000 
① 機関車導入 5,574 
② 貨車導入 4,436 
③ 貨車建造資材 990 
B.漢江鉄橋復旧事業 1,000 
C.海運振興事業 9,008 
① 船舶導入 6,600 
② 船舶建造 2,408 
建設業部門 9,800 
① 重機導入 6,500 
-5- 一（ 81 ）ー
韓国（4月〉
② 水利干拓周波諜船導入 3,300 
。合計 93,595 
多66年度第 1回追加予算案，国会を通過








租 税 6,055.0 72,240.0 
内国税 5,083.0 55,596.0 
関 税 972.0 16,644.0 
専売益金 7,500.0 
税外雑収入 663.4 9,403.8 
預託金・利子収入 (-) 160.1 5,343.4 
財政借款預託金 3,123.0 
計 6,558.3 97,610.2 
見返り資金 1,734.7 32,655.5 
対日請求権資金 8,270.6 8,270.6 
ム口、 計 16,563.6 138,536.3 
マ歳 出
一般経費 2,201.5 55,691.0 
国防費 1,678.8 40,215.2 
投融資 4,412.8 33,909.6 
協定諸費 450.0 
計 8,293.0 130,265.7 
請求権資金 8,270.6 8,270.6 
ム口、 16,563.6 138,536.3 

























メ口入 計 190,272 。66年度商業借款政府支払い保証計画（単位二1000ドノレ）
事業名 債務額 実需要者 借款供与者
造船施設拡張 4,337 造船公社 三菱重工（日）
PV C工場 4,303 共栄ビニーノレ 三井物産（日）
航空機導入 9,970 大韓航空 輸出入銀行（米）
伊・仏漁船借款追加 1,442 水産公社
人絹糸工場 6,916 鮮京化繊 伊藤忠（日）
大単位セメント工場 51,631 警生竜セメント 三菱商事（日）
























推進中のもの 33 312,484 

















































7 日 ’第 l次追加予算案，国会を通過。（移特記事項参照）
8 日 V芦氏，新韓党の大統領候補を受諾 新韓党スポークスマンは，元大統領す
j普善氏が同党の総裁および大統領候補指名を正式に受諾したと発表した。

































8 日 V日本漁船の専管水域侵犯状況 内務部治安局は，昨年12月18日の韓日漁業





























































RMK--BRJ 2,386 764 
PA & E 1,030 60 
PAGE 290 。
駐出・ベトナム USOM 600 （） 
PHILCO 600 。
米LST船 252( 6隻） 84( 2隻）
その他 80 80 
r仁1』 計 5,238 988 
マ韓国人企業に医用されたもの
！起用主 作業種類 従員事（人人） b情 考
現代建設 港湾泣諜 30 すでに作業中
一（ 88 )- -12 -
韓 国（ 4月〉
大林産業 築 港 124 到着中
韓信商社 荷役・隙上運輸 500 5月中到着
通運京市 荷役・ 15哲J-.ifil車rit 400 6月末到着





















〔皿 〕 経 済

















高65年（A末）残 66年（B純）増 ６６年末残高　　） 
銀行預金 38,894 13,848 52,742 
一般貯蓄性預金 38,190 13,500 51,690 
貯蓄組合預金 704 348 1,052 
金銭信託 6,379 2,402 8,781 
一般金銭信託 6,368 2,400 8,768 
貯蓄組合信託 11 2 13 
逓信貯蓄 2,015 1,200 3,215 
一般郵便貯金 209 160 369 
一般国民生命保険 330 240 570 
貯蓄組合貯蓄 1,476 800 2,276 
生命保険 3,538 2,000 5,538 
一般生命保険 1,371 950 2,321 
貯蓄組合生命保険 2,167 1,050 3,217 
損害保険 976 550 1,526 
一般損害保険 976 550 1,526 
給、 計 51,802 20,000 71,802 
一般貯蓄 47,444 17,800 65,244 
貯蓄組合貯蓄 4,358 2,200 6,558 



























二次産業 2355 " 








































農業協同組合 - 570 















仁川 - 6.6 
長項線 4.0 
セメ
ント 油類 無煙炭その他 合計
2.7 - 3.2 12.5 




























































































































































2.4 - 2.4 












その他線 10.5 16.9 - 3.1 60.3 1.5 92.3 

































工業製品 201,405( 67 .1) 407,328( 74.1) 
水産物 56,250( 18.8) 99,ooo( is.o) 
農産物 16,805( 5.6) 23,127( 4.2) 
鉱産物 25,540( 8.5) 20,545( 3.7) 






































































































































































































区 分 オく 田 畑 五十
総 耕 地 128 104 232 
作 地 89 58 147 
前日本人所有 18 5 23 
韓国人地主所有 71 53 124 









年度 合計 3反未満 3反～5反 5反～1町 1町～2町 2町～3町 3以町上歩
1945 2,065.5 676.8 671.2 459.4 154.6 47.1 
1947 2,172.4 894.8 724.2 409.2 113.2 31.1 
1953 2,249.1 1,011.0 768.6 370.8 95.7 2.9 
1955 2,218.2 420.4 534.4 689.7 445.6 122.4 5.6 
1958 2,218.3 421.4 515.3 673.9 463.3 137.9 6.5 
1959 2,267.4 430.1 528.0 688.3 474.2 139.8 6.9 









合計 3反未満 3反5反～ 5反1町～ 1町2町～ 2町3町～ 3町歩以上
1955年（心 2,218.2 420.4 534.4 689.7 445.6 122.4 5.9 
1964年 （B) 2,450. 3 466 . 1 512.7 782.5 525.7 147.8 15.6 
増加戸数　　 数（叫þÿÿÿ#ÿ	232.1 45.7 -21.7 92.8 80.1 25.4 9.9 












































































3反未満 19.0 5.1 
3反以上～ 5反未満 20.9 10.1 
5反以上～ 1町歩未満 31.9 28.3 
1町歩以上～ 2町歩未満 21.5 36.8 
2町歩以上～ 3町歩未満 6.1 17.1 
3町歩以上 0.6 2.7 






1.0 fl ～1.5 If 14.2 
1.5 If ～2.0 If 10.7 
2.0 ” 6.5 


































































































































繊 維 類 720 " 
機 器 類 500 グ
1仁L:] 1,700 グ
（注〉 この公告で除外された肥料・農薬 300万ドルは， 5月12日，経済企画院で
全額肥料購売にあてる方針を決めた。





























23日 V空軍が大規模訓練 空軍創設以来最大規模の作戦訓練が， 23日から26日ま
で4日間にわたって聞かれる。同訓練にはF-5A新鋭機， F-86ジェット機， c-
46輸送機など韓国空軍の全航空機とレーダ一部隊等が参加し，米空軍の一部もこ









































































































































































































7 日 ' 「公務員俸給を来年から引上げる」一一李錫済総務処長官は， 「公務員の現
在の俸給では最低生活を営むのもむずかしいので，来年から30%程度の引上げを
はかりたし、」とのべた。




















ソウル 3530ウォン 大 田 3500ウォン
釜 山 3650ウォン 光州 3350ウォン
大郎 3450ウォン 木浦 3300ウォン




















































































































- 1 ー 一（ 119）ー
韓国（6・7月〉
政府は，今年度産の大麦政府一般買入れ価格乞昨年と同様の 1夙（50kg)
当り 1005ウォンと決定した C6 . 2s）。しかしことしは大麦の大豊作が確実で
あり，農村の「豊作ききんJが憂慮されている。
多朴大統領の記者会見



















（注） ｜立jjil Jli:民事引として， 南北交流論に関しては金畑旭中央情報部長の発
































































（注〉 コミュニケの日本外務省訳によると， 「常設委員会」 ( standing commi-
ttee）は「連絡委員会」となっており，また「アジア・太平洋理事会の閣僚会
























































































































(6) 総資本の 4分の l以下に制限されていた外国資本の導入比率をこんご無制限と
し，外資による直接投資で隣国内に会社を設立することができるようになった。



































































9 日 V野党議員にテロ キ卜漢和民衆党議員が路上で21'1の青午司に襲われれたの（物
特記事項参照）






















1 日 ' 「統一論議の限界示せ」一国会は本会議に丁総理，李外務，開法務部長官
らの出席を求め，統一－論議問題と反共法運用問題に対する政）{J')j針をただしたω







































































































































































































































































































5 日 V早朝，鉄原北方の南方限界線付近を南下中の武装スパイ 3名を警備隊が発見，
一斉銃撃で射殺した。
V午前8時半，麟蹄郡北凶寒渓2里で対スパイ作戦中の軍が，少年1名を誤っ




































































( :iE 常品目 2,240 2,363 123 
I 完全自動承認 2,104 2,237 133 
〔輸入〕（ 一部制限 125 114 611 
｜制限 11 12 1 









1963年 10,479 19,774,134 
þÿÿÿÿÿ^t 10,764 20,311,207 
1965年 10,587 22,376,527 
v地方都市で金融難一一東亜日報記者の報告によると，大田，大郎，釜山，全
州、l，光州、！など地方5都市を中心にした地方全融事情は，資金梗塞が深刻化してい
るυ 釜山の場合， 4月中の不渡手形は 3月より 5000万ウォン増加して 1億1700万











7 日 ' 5月末現在物価動向一一経済企両院の報告によると， 5月末現在の全国卸売










































光 熱費 760 グ
被 服費 780 I 
雑費 2210 " 
合 計 1万0650ワオン


































15日 T 67年度米対韓援助予想一一関係当局者によると政府は， 1967米会計年度の対
韓無償援助を，物品計阿援助（CPA）が5500万ドノレ，余剰農産物援助（PL480号
1款）が4:140万ドノレ，合計9840万ドノレと子想、，近く USOM側と予備交渉にはいる。





























～10%と認定， 1台あたり 6万3000ウォン～ 6万5000ウォン（物品税30%包含〉
と内定した。

















げ価格を， 2等品 1臥（50kg）当り 1005ウォンとし， 72万石買上げることを議決
した。閣議はまた，農地税 cm万石）および大麦・肥料交換用（65万2000石）と
して78万2000石の収納を予定し，一般買上げとあわせて 150万2000石を計画して
いる。なお， 1 号入当り 1005ウォンの買上げ価格は昨年と同じである。
（注） 大麦の政府買kげ価格については，財務当局は 950ウォンを主張，野党
は1500ウォンを要求していた。なお，今年度産大麦の生産費は，石当り1493
ウォンと推定されている（この頃：東亜日報 6.9 )u 
















l 日 V韓日交易協議会おわる日一－－6)]29日からソウル開かれていた第 1!nJ韓日交易

































7 日 V南ベトナム関係の外貨獲得一 サイゴン駐tEの韓国経済協調同スポークスマ









































































軍 糧 1,140 前年度繰越し138
官営施設 45 秋穀一般買入れ J,500 
罪囚留置入用 88 糧穀・肥料交換し670
ー（ 146）ー --28 -
韓 国（6・7月〉
救護用施設 82 夏穀買入 れ 500 
零 細 農 280 農 地 手見 790 
務； 子 月］ 10 輪 入 。
穀価調整朋 1,500
f1助勤労事業 14S 
輸 Il 1,044 







銀行貯蓄 24,432 (16,250) 
生命保険 1,266 (2,000) 
逓信貯蓄 942 (1,200) 
損害保険 319 (550) 













企業と技術提携し導入する／にJL 卜の代金に !.1 fヤリテ f一〔特許使用料）を
力Hえて一支tムうことはtrさないとのベfこリ











商品名 代理店（梼約店） 卸売 小売
























































































































(2) 65年度経済成長率は， 64年度の 8.9%にくらべてやや鈍化したが，一般的に
は63年以来の高成長を維持しただけではなく， 64年の成長が 1次産業中心であった
のにたいし65年には 2次産業中心へと重心が移動した。












:3次産業 33.5% 37.3% 
(4) 分配国民所得は，経常市場価格で 6807億ウォンとなったが，これは 64年の
6008億ウォンとくらべて1:3.3%増加した。 1人当り国民所得は， 64年の2万1744ウ
ォンから11%増加した 2万3986ウォンとなった。


































































































































































































































































































































































18. :3 31.9 
3.3 38.1 
1. 3 55.5 
4.3 39.8 
14.2 36.0 

















区 分 I 67年度予算案 I 66年度予算｜増 A 減
寸ア福一一一一 続－ I 107.638 35,398
①内国税 I 89,318 I 55,596 I 33,722 
②関 I ,1s,320 I 16,644 I 1,676 
2. 専売益金｜ 9 ,ooo I 1 ,5oo I 1,500 
3. 税外雑収入 1 8,113 I 9,404 I M,291 
4. 預託金・利子収益｜ 3,121 I 4,34;3 I L¥616 
5. 財政借款頑託金｜ 6, ooo I 3, 123 I 2, s11 
小計 I 1:34,478 I 96,610 I 37,868 
6. 見返り資金 1 21,069 I ;12,655 I !15,587 
7’ ベトナム派兵経費支援｜ 2,?'1§ I ー I 2,846

























I_ 67年度予算案｜ 66年度予算 ｜ 増ム減
23,774 18,201 5,573 
22,617 11,824 10,793 
2,451 1,652 799 
30,338 24,014 6,324 
48,031 40,215 7,816 
:16,632 32,910 3,722 
550 450 100 

































































































〔E〕 対 外 関 係








5 日 V 日本，北朝鮮技術者の入国許可延期・・・－－ 日本政府は，北朝鮮技術者の入国間
題につし、て｜諸船の情勢かt)＼＇、まは入国を許可する状況にない iとして，入国許
可（ピザ発給）のさi分延期を決めた。





















































































27日 V交代部隊第2障が帰国 ,tベトナム戦線に派遣されていた「猛虎J, 「古
竜J,r 嶋｜各部隊の交代部隊第2陣1517名が，米海軍輸送船で釜山に到着した。









で北朝鮮武装スパイ 2名を発見，交戦のすえ 1名を射殺し 1名を逮捕した。現場
からはソ連製ピストノレや実弾，無電機など50余種の武器と装備が発見された。
v夜11時半ごろ， j冥州郡注文津邑北方2kmの海岸にボートで上陸しようとした
武装スパイ 3名を沿岸哨所兵が発見，手りゅう弾攻撃で 1名を殺したが，他の 2
名は逃走した。







8 日 ' 午前 1時45分ごろ，鉄原付近の陸軍前線哨所が武装スパ｛3名を発見， うち
2名を射殺したが，残り 14'，は逃走した。































3 日 ' 9月末通貨量限度を拡大 一金ti：灘財務部長官は，第3四半期財政安定計画



































9 日 , 66年度 AID無償援助完了ヤ恥～米国 AIDは一般資料，肥料資金など1460万ド
ル分の購買求認書を発給したが，、これによpて1966fj：米会計年度q，のAID無償援
助（CPA）資金6000万ドノレは全額故認された。
（注） AIυ当局は278, 1966米会占十年度中に韓国に供与された借款と贈与は i
億 4700万ドノレであると発表した。 なお開発途上諸国全体では， 前年比4t匙
8600万ドノレ増の26億6500万ドルであった。
V張長官，物価見通しを楽観 張基栄理企院長官は，去る 7月訪日現在の卸



























合計 179,220 610,948 
なお，財政借款と商業借款の累計額内訳は次のとおり。
財政借款
Al D 借款 240,878 
西ドfツ借款 31,180 
その他（IDA，英国など） 15,400 
6 》、 287,458 
商業借款
アメリカ 44,509 
日 本 126,770 
1/li ド f ツ 48,953 
そ σ〉 他 62,258 
一一 一一一一，、「
，口.6,. 282,580 
一（ 164）ー - 14ー
韓 国 （8月〉
V新進に大型バス組立て許可一一ー商工部は，大型パス組立てのための付属品導














。白 作 73.6% 








































1961年 204 1964年 128
1962年 166 1965年 138
1963年 129 1966年（8.10)173 











一（ 166）ー - 16ー
韓 国（ 8月〉
職業別 収入 支出 黒字（t:,赤字）
F↓2与、 務 員 12,380 12,250 130 
一およ般び技労務能職職員 7,930 8,120 1:,190（注）

























































1965年 300 180 
1966年 1000 C見通し〉 613 C実績〉
1966年分の内訳は次のとおり。 （単位万ドノレ〉
韓国肥 料 200 聯合鉄鋼 70 
新進工業 250 京郷産業 20 
仁川製 鉄 70 アジア自動車 11 
李 東 俊 11 大単位セメント 400 C未定〉
一（ 168）ー - 18ー
韓国（8月）



















大 麦 4,355千石 (453千ヘクターノレ〉
ビーノレ麦 178 " (17 " 
裸 麦 8,241 " (582 " 
麦 2,389 I (179 " 
フ イ 麦 205 " (29 世














































































。第 製糖 味豊産業 ×中 央 日 報
O第 毛織 豊国酒精 東 洋テ レビ
0× 韓 国 肥料 セハン製紙 東洋放送
安国火災 東和不動産 ×成均館大学




























（注） カツコ内は韓国側受入れ企業，単位 1,000ドル 東亜日報 9.24 












































































































































































（注） 'fl上げ米側をめぐる幹米rnの意見対立については， I ,iL 
物外米6万トンの緊急輸入問題
張基栄副総理と朴東昂農林部長官は 2H 共同記者会見を行ない， 外米6万トンを端
境期の穀価安定のために緊急導入すること， うち 3万トン（21石）は， 9月中に台湾












調節米 128万石が，去る 2日で全量放出され， 穀価調節用として流用できるのは軍糧














品）まで騰貴したソケル市内の米価は， 16 Hには4300ウォンに的存， 8月22日ごろか
ら急騰した米価もようやく峠を越したようである。
この 1-:l, ソウル市内には 8377カマス (1カマスニ80kg）の地方米が搬入され， 一
方， 政府保有米は 1カマス当り 3350ウォンで毎日 l万2000カマスずつソウノレに放出さ




13日 14日 15日 16日
竜 山 駅 3,602 2,246 2,758 6,377 
中央市場 500 1,000 1,800 2,000 
















755 C 550) 
-9- 一（ 179）一
幹 国（ 9月）
之I二L1 4,390 (2,900) 
0供 給
米穀一般質入 1,200 (1,200) 
糧穀・肥料交換 1,110 C soo) 
農 地 税 790 C 660) 
麦穀只入 soo C 
交換穀回収 310 C 310) 
繰 越 量 1,327 C 
メ口〉、 5,297 (2,970) 
0差づ｜
剰余 907 C 10) 
日誌（9月）
〔I〕国内政治







5 日 V徐環濠氏，保釈される一一ソウノレ地裁は，反共法違反容疑で去る 6月3日か
らソウル刑務所に拘留中で、あった徐現濠民社党創党準備委員長を保釈したu







































































3 日 T APU総会本会議開幕一一アジア国会議員連合（APU）第2回総会は 2日の予
備会議に続き， 3日から本会議にはいった。開会式には主催国の韓国をはじめ，
日本など 7会員国代表と 3国のオブ、ザーパ一計 100余人が参加，あいさつに立っ
た朴大統領は， APUがアジア団結に先導的役割をはたすよう期待するとのベ
た。
5 日 V白馬5500人，ニャチャンへ一一一韓国軍増派師団で、ある白馬部隊の主力第 1陣
一（ 182）ー - 12 -
韓国（9月〉
5500人が， 3隻の米輸送船で，南ベトナム中部沿岸のニャチャンに上陸した。
6 日 V 日本，外国漁船の寄港制限を決定一一日本政府は，外国漁船が日本の府、港や
領海で漁業活動をするのを制限する方針を決めた。




























































































7 日 V陸軍防諜隊は，北朝鮮の“無電スパイ” （責任者＝張世俊27才） 10名と“固
定スバイ” （責任者二在烈南48才） 6名の計16名（うち女6名〉を，去る 8月26
日と 9月4日に一斉に逮捕したと発表した。発表によると，これらスパイ団は
5.16軍事草命後に発見されたうちでは最大のもので，とくに無電スパイ団はソウ












30日 v夜 9時半ごろ， ソウノレと京畿道の境界地点の京仁街道素砂検問所に怪しい男
3名が押し入札巡普の牢銃をうばって逃げた。
〔I］経済・社会


















一（ 186）一 - 16ー
韓 t 閏（ 9月〉
技術的な面で質の高いものであるJとのべた。
v共同規制水域の韓日漁獲量一一韓国水産丹二が明らかにしたところによると，
さる 4月初めから 6月末までの 3ヵ月間に韓日漁業協定共同規制水域で，韓国側
は8241隻が出漁， 7975トン， 日本側は1715隻， 3963トンの漁獲量であった。











6 日 V第 2次追更予算案，閣議で議決一一政府は閣議で追加規模 133億6千万ウォ
ンの1966年度第2次追更予算案を議決， 7日に国会に上程することにした。






米 31,000 C 2.6%) 麦 15,360 C 5.1 %〕
_¥Cz. 類 1,850 (13.2%) いも類 5,827 (13 %) 
雑 穀 954 (59.9%) B 計 54,100C 5.4%) 
0工業原料作物 （単位二トン）
ま ゆ 12,081(15 %) フ 、 一 3,545 (13.8%) 
亜 麻 5,200 (48.5%) 軍納琉菜 10,000(37.9%) 
マッシュルーム2,660(57.4%) 合 計 33,486(28.5%) 
v外資導入実績一一経済企画院の集計によると， 2日現在財政借款，商業借
款，直接投資による外資導入実績は，推進中のものを合わせると11億2350万ドル











































































(1) 1962～65年の 4年間の長期資本導入実績 1億4600万ドノレに比べて，向性1j
期間中の 8億3500万ドル導入は無理で、ある。
(2) 計画期間中の国内貯蓄目標6029億ウォンは過大である。






















































そして，輸出は過去の 3千ないし 4千万ドル水準から62年の 5500万ドル， 63年の































































































































































































































(1966. 9. 10) 























































































































































一方，需要面において，農家食糧用は 1人当り 3.8合， 1617万1千人分として 2284




供 給 総量 米穀 麦類
政府保有繰越 986 7 979 
民間保有繰越 6,061 6,061 
生 産 量 49,395 28,779 13,185 
導入未着量 543 543 
導入計画量 2,240 2,240 
供給合計 59,225 28,786 23,008 
需 要
農家食糧用 22,843 13,573 6,787 
非農家食糧用 15,974 10,783 2,595 
r民L市 需 用 1,609 847 762 
種 子 用 1,370 247 434 
力日 工 用
一（ 204）ー - 4 ー
（単位 1,000石）
豆 類秋雑穀薯類
1,633 752 5,040 
11,633 752 5,040 
757 715 1,011 
186 210 200 
169 38 482 
醸 こi活口二 3,324 
製 菓 644 
面lj 食 370 
醤 油 997 
食品工業用 1,878 
非食品工業用 79 
宮司 キヰ 用 1,593 
す長 耗 量 1,780 
輸 出 用 700 
政府繰越量 1,472 
民 間 繰 越 量 6,592 
需要合計 59,225 












1,436 138 127 
492 32 26 2 
9 348 12 
494 503 
254 2 267 1,355 
77 1 
710 59 206 618 
460 33 15 696 
1,044 
6,592 
22,151 2,089 1,616 4,503 























































































































































































































22日 V猛虎部隊派遣 1周年一一陸軍猛虎部隊が南ベトナムに派遣されてから， 22日
でち上うど 1年を経過した。同部隊は過去 1年間に 338回交戦しその戦果と被害






































容疑者逮捕 3,515 - 1,516 56 - 5,087 
帰順 57 1 140 一一 198
合計 9,586 11 3,009 109 11 12,726 
〔損害〕 戦 死 491 行方不明 2 















































































































①租税 83,205 10,965 
内国税
関 税













① 一 般経費 60,142 3,976 
③国防 費 40,534 319 
③投融資 41,404 7,970 
⑨協定 諸費 547 97 





⑨見返り資金 33,082 426 




















貨幣民間保有 411億ウォン 62% 
通貨性預金 252億ウォン 38% 




















農業資金貸出総額 15,680 38,450 
財源
自己資金 4,720 13,694 
財政資金 7, 259 23 , 255 

















































































































































































6 %, 2年， 7年
5.75%, 2年， 3年
10,594 （日）住友商事 5.75%, 2年， 8年
13,951 （日）豊田自動車 5.75%, 3年， 7年
54,395 （日）東洋綿花 5.75%, 3年， 7年

































で， 韓国政府が輸出目標を当初の 3千万わレから 2千万ドルに減少させたにもかかわ
らず，目標達成は非常に困難であるという。なおAID当局者は，鉄鋼材にかわるべき
ものとしてセメントをあげている。



















三井物産 40,167 第一物産 5,106 守谷商会 1,138 
丸紅飯田 25,395 東 食 5,071 T日RADIN本G 1,086 
伊藤 忠 22,774 岩井産業 5,010 野村貿易 1,022 
東洋綿花 21,755 兼 松 3,702 三亜興業 786 
三菱商事 16,233 江 商 3,482 群是産業 546 
日綿実業 12,252 蝶 理 2,129 伊藤 万 332 
安宅産業 11,394 金商又 1,459 日本工営 303 
住友商事 6,710 新潟鉄工所 1,431 川鉄商事 239 
日 商 5,801 新興商事 1,273 






三井物産 24,476 三菱商事 4,822 新興産業 452 
東洋綿花 15,503 日 商 3,452 野村貿易 332 
伊藤 忠 15,131 兼 松 3,100 日本工営 231 
日綿実業 8,893 豊田通商 2,644 新潟鉄工 201 
丸紅飯田 7,213 江 南 1,787 三亜興業 163 
安宅産業 6,895 蝶 理 1,666 Jl 鉄 111 
住友商事 6,069 日本貿易 710 
（注〉 国税庁当局者が 16日明らかにしたところによると，駐韓日本商社 23社
-(224）ー - 6 ー
韓国（11月〉




































































































































































ル 1日ニUPI－－東洋特派電，朝鮮日報 11.2) 
V第12回アジア反共連盟総会聞く一一第12回アジア民族反共連盟総会の開会式




























































































































4 日 V現金借款が急増一一関係者局によると， 10月末現在の現金借款許可額は，外
国為替管理法による償還期間3年以下の短期借款が14件で838万ドノレ，外資導入
法による償還期間3年以上の長期借款が5件で1225万ドル，合わせて19件（うち



























62年 63年 64年 65年 66年（8月末）
輸入
輸出




























区 別 期間 年利
AID→政 府 10年据置き30年償還 2.5% 
政府→産 銀 3年据置き12年償還 5% 



























































プラン ト種類 借款額 韓国側 日本側



















































出計画を66年度の 2億 5千万ドノレより 40%増大した 3億 5千万ドノレと確定した。
部門別計画によると，全体輸出額の69.2%を工業産品で占めるよう期待している
がその内容は次のとおり。（単位1千ドノレ，カッコ内は対66年度増減率%）
農 産 物 24,440 (t.12.7) 
水 産 物 49,550 (42.4) 
鉱 産 物 33,900 (19.0) 
工 産 物 242,110 (52.5) 
ム口、 計 350,000 (40.0) 
22日 f 66年度経済白書発表一一政府は1966年度経済白書を発表したが，これによる
と1965年中の経済成長率は8.1%とされている。





















日 本 3,609.7 2,548.4 
ノミキスタン 2,823.1 2,823.1 
ベ トナム 2,375.1 2,375.1 
フィリピン 1,689.2 1,215.0 
インドネシア 687.8 618.9 
フ オ ス 418.5 418.5 






















第1精油 蔚 山 85,000 (30,0'oOは簡易施設〉
第 2精油 麗水 55,000 



























1960 3,900 3,900 100.0 2,600 2,600 100.0 
1961 4,400 4,070 104.4 2,840 2,627 101.0 
1962 4,860 4,219 108.2 2,990 2,595 99.8 
1963 5,320 3,827 98.1 3,310 2,381 91.6 
1964 6,220 3,456 88.6 4,010 2,228 85.1 
1965 7,680 3,757 96.3 4,680 2,290 88.1 




























月 3%以下 1.6% 私設庶民金融 0.8% 
3% 3.3% 高利貸金融業者 37.5% 
3.5% 5.4% 契 金 13.6% 
4% 13.6% 親 戚 18.9% 
4.5% 12.4% 同 業 者 8.6% 
5% 40.9% そ の 他 20.6% 
5.5% 2.9% マ銀行への要望
6% 15.7% 金利を引上げよ 29.6% 
- 23ー 一（241）ー
事 国（11月〉















受取部門 596.8 (454.2) 支払部門 596.8 (454.2) 
貿 易 350 (250) 政 府 J7.4 þÿÿ 3 1.8) 
貿 易 外 246.8 (204.2) 民 間 512.5 (374.1) 
海 外旅行 18 貿 易 428 (307.2) 
運輸保 険 10.3 288 
元利金 7.7 輸出用資材 140 
国連軍 99.5 貿 易 外 84.5 (66.9) 
雑用役 41.5 4.8 
技術用役 26.4 運輸・保険 26.4 
贈 与 43.4 元利 金 35.3 
雑用役 17.5 
R普 与 0.5 
目E 料 16.2 (30.4) 





































































































































































































































































































区 分 1 67年度碍 構成比（%）
般料’＇l'i: I 78,687 47.9 
国防費｜ 48,001 29.2 
投融 資 1 37,107 22.6 
協定諸費｜ 550 o.:i 
瓦 þÿŠ J- ーぷ－ 100.0
物対韓国際経協機構（IECOK）が発足
5, 19,1 



































































































































グ （ 2 þÿS÷














仁 J1 1住 4,415 A 
産可 1L1 1佳 600 A 
j出｛二地 3,200 A 
曳船導入 2,220 A 
金浦空港改良 2,256 A 





















































神k 品性 ifJ 5,0り（）（）



















































’官 1λr；モf )H l,G09 i雑夫豆い も 穀類政獄 15,342 種 よf- JH l,;l70 1,:l8:l 力IJ HJ G,596 780 
ヨ二 業 用 2,971 5,046 
宮司 キヰ JH 1,663 前年度導入未着分 2,758 
滅 ネ毛 虫rca、． 2,324 
不（導入足必要最量） 
3,921 
繰 越 1守4司1． 7,671 
日誌（12J-D
〔I〕国内政治

















































































































9 日 ' 「平定計画支援で7万人派遣j一一－9日の大韓日報は，政府が｜市ベトナムの
平定計画支援のため， Jr司国に 5万人の民間役務隊と 2万人の予備役兵士からなる
後方勤務隊を派遣する；n-阿であると報道した。 （ソウノレ 9fl 介｜司ご共Ii可，東京新
聞12.10〕










































一（ 260 )- ・-14 -
韓国（12月〉






















































7,240 C 4,854) 




機品iI 施桝 768 C 59) 17,246 (1,223) 
3 日 V経済活動人口調査一一経済企画院は， 9月末現在の全国経済活動人口（満14
才以上で労働能力のある者〉カ；973万6000人， うち911万人が就業中で62万6000人
が完全失業状態にあると発表した。 9月末現在の完全失業率6.4%は， 6月末の
5.6%より ;i:1くなず〉ているが， 1965年平均の7.4%よりはさがってし、る。 9月末現
在の産業別就業者数は次のとおり。
1次産業 5,444,000人
2次産業 1,124 " 





























1965 7 7,556 グ








員の90%である 2万θ737人の投票者中， 2万8156人， 98%の賛成を得てスト突入





















































1日（ 8時間）当り新賃金は次のとおり。（単位ウォン， （ ）内は現行賃金）
普通人夫 200(174) 技能工 330～870( 449) 
特別人夫 230(210) 潜水 ）；： 5000 (2954) 
























鉄 道 :30.165 (23〕 無 煙 炭 12,680 (21) 
公
海











午並 事支 1,210 C 1) 
月巴 ギl・ 1,820 (42) 
セメント 2,635 (52) 
軍 用 2,100 C 1) 








































29日 , 66年度物品計画援助協定を修正一一一韓米両国は， 1966年度米物品計画援助額
を1250万ドノレ増額する修正協定を締結した。この資金は事実上， 1967年度援助の
一部として早朝使用するものであるが，財政安定計画執行上の難点などを考慮し




































韓 国 321頁 256頁 268頁
中 国 品切 519 
イ ン 244 241 257 
インドシナ 324 263 267 
フィリピン 167 173 274 
タ イ 247 240 332 
シンガポール
374 242 196 
インドネシア 303 296 251 
ピ ノレ て才 269 325 387 
ノf キスタン 406 品切 354 
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